
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動 人  PHIJP

1 事業の成果

令和 4年度もコロナ禍での活動となり、昨年に続きZoomを活用した活動を継続した。ハッピーアワーの名称で、会員
の仕事。活動紹介、技術交流を目的として、1時間のセミナーを計 13回開催した。パッシブハウスコンサルタントCPHC
養成講座は、基礎編をオンデマンド動画配信で、令和 5年 2月 より応用編をZoomで行った。この企画は、米国パッシ
ブハウス協会と連携し、日本国内でのパッシブハウスづくりに欠かせない技術者養成講座であり、引き続き 5名 が受講
中である。WUFI Proセ ミナーは、ドイツ「フラウンホーファ建築物理研究所」の にZoomで実施。同研
究室の開発する温熱シミュレーションソフトを使い、日本の気候に合わせた高性能住宅設計を研修した。

米国で毎年開催されている北米パッシブハウス会議には、3年ぶりに視察にうかがった。参加者は広く募集し、会員・
非会員含め 10名 で、カンファレンス。見学ツアーを通しアメリカで爆発的に増えている高性能住宅。ビル等非住宅の最
前線を体験した。この視察内容は、後 日前述したハッピーアワーで情報を共有した。

理事会は 4回開催、必要に応じて理事・運営委員会議、事務局会議を開催し法人運営を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 3,508.861 】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者
人数

事業費

(千円)

高断熱・高気密建築
の教育。普及活動お

よび、高断熱・高気

密外皮で構成される

住宅・ビル等の建設
を支援する事業

ハ°ッシフ・ハウスコンサルタントCPHC
養成講座

令和 4年

4月 1日 ～

3月 31日

計 20講座

Zoomによる

オンライン講‐座

+オンデマン

ド動画配信

4 180人 5人 422.742

同 上
ハッピーアワー

令和 4年

4月 21日 ～

令和 5年

3月 23日

計 13講座

Zoomによる

オンライン講座
4 180人

毎回
20人～25人

450.083

同上 WUFI Proオンラインセミナー

令和 5年

10月 5日 、

6日 、12日

全 3回

Zoomによる

オンライン講座

4 180人 24人 150.000

同上 北米パッシブハウス会議視察

令和 5年

10月 23日

～30日

アメリカ 4 180人 10人 2,486.036

疋款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

特定非営利活動法人PHIJP

正会員受取会費
賛助会員受取会費

070,000
240,000

受取寄附全
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

3,150,440
3,150,440

雑収入
9,240

9,240

4.469.68(

526,706

1

2

2 の

318,925
1,640,405
1,022,825

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

旅費交通費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
雑費
業務委託費
広告宣伝費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
講師料
消耗品
印刷製本費
業務委託費
雑費

0

0

87,309
396,000
28,040

233,935

当 期 怪 常 土曽 ) t 額 A B -784.465

過年度損益修正益

D

災害損失

C当 期 常  外 減 | D】 (

-784.4

-784_41



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 PHIJP

現金預金
未収金

棚卸資産

固定資産

(1 ) 固

車両運搬具
什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

:産
合 計 ・ (2 4.373 705

【A】 資 産 合 計 ①+②

の

2

1

B-1

未払金 (ク レジットカー ド支払 WUFIサ ポー トなど)

預 り金 (源泉所得税 )

535,630
43,550

長期借入金
退職給付引当金

― 一

―
―

――廿
正

990

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B― ¬】+【 B-2】 4,373,705



6 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日

によっています。

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 PHIJ P

2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会 )

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によつています

(2)固定資産の減価償却の方法
対象資産なし

(3)引 当金の計上基準
対象計上なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上 しています

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつて行っています

2.事 業別損益の状況

科 目

高断熱・高気
密建築の教
育・普及活動
および、高断
熱・高気密外
皮で構成され
る住宅・ ビル

等の建設を支

援する事業

国内および海
外の建築技術
の調査活動お
よび大学・研
究機関との共
同研究に関す
る事業

環境の保全に
繋がる各種技
術の紹介と普
及に関する事
業

会報および映
像出版物等に
よる情報提供
に関する事業

役務の提供並
びに物品の斡
旋および販売
などの事業収
益

管理部門 合計

3,150,440

1,310,000

9,240

1,310,000

3,150,440

9,240

3,150,440 1,319,240 4,469,680

1,022,825

1,233,935

396,000

87,309

28,040

1,760,641

318,925

1,640,405

396,000

0

0

0

1,022,825

87,309

0

0

28,040

5,254,1453,508,861 1,745,284

3,508,861 1,745,284 5,254,145

-358.421 -426,044 -784,465

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
水道光熱費
印刷製本費
講師料
通信運搬費
広告宣伝費
消耗品

雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



内容 金額 算定方法
事務所賃料 396,000 事務所の一部を借受。使用率で負担

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 当期返済 期末残高科 目 期首残高

合計

科 目

計算書類に

計上 された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

人  PHIJP

4,373,705

棚卸資産

会費未収金
未収金

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行普通預金

・ ・0) 4,373,705

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

○○市事業所
借地権

ソフ トウェア
オペ レーションシステム

文書編集 ソフ ト

敷金
○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 4,373.

43,550

未払金
クレジットカー ド支払 (ⅧFIサポートなど)

預 り金
源泉徴収税

退職給付引当金
職 員

長期借入金
○○銀行借入金

579,180【B-1】 負 債 合 計 ③+④

3,794.525【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

__に単 _

上__

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 Jl言病言鷹だぢF饒 装|をぶ増鶉′彗慇獣呪哲
所並

特定非営利活動法人 PHIJP

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

油以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期 間

(該当者のみに記入)氏    名

1 監 事

ハヤシ カズョシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年林 和義

2 監 事

シオタニ アキフミ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日塩谷 昭文

3 監 事
オカダ サヨ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年岡田 早代

4 監 事
ササモ ト ヨウイチ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日笹本 洋一

5 監 事
/\4 :/-? )l At- v 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日配島 一弘

6 ・監事
ft- +yf^ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年直江 守泰

7 監 事
ササキ タカシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日佐々木 隆

8 監 事

クロカワ イズ ミ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日黒川 いずみ

9

ノ″~｀
ヽ

理ヽ鬱ノ監事
ホシノ トシユキ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日星野 敏之

10

ノ
″~｀

ヽ

受堅3ノ 監事
オノデラ トシヤ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小野寺 年也



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期 間

(該 当者のみに記入)氏    名

11
理事

o

ヒロオカ クニフネ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日廣岡 国船

12 理事・監事

年  月  日

年  月  日

13 理事・監事

年

年

月

月

日

日

14 理事・監事

年

年

月

月

日

日

15 理事・監事

年  月  日

年  月  日

16 理事・監事

年

年

月

月

日

日

17 理事・監事

年  月  日

年  月  日

18 理事・監事

年

年

月

月

日

日

19 理事・監事

年

年

月

月

日

日

20 理事・監事

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 日事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏    名

1
塩谷 昭文

2
林 和義

3
直江 守泰

4
配島 一弘

5
星野 敏之

6
小野寺 年也

7
佐々木 隆

8
笹本 洋一

9
廣岡 国船

10
岡田 早代

11

12

特定非営利活動法人 PHIJP


